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海外現地法人、即ち子会社と親子ローンや債務保証を組んでいる企業は 
今後、早急に金利や保証料を見直す必要が想定されます 

 

2022年6月、本邦国税庁が改正版の移転価格事務運営要領を公表し、日本側の親会社と海外現地法

人（子会社）の間における金銭貸借取引、債務保証委託取引等の金利や保証料について、借手である子

会社の信用力を評価し、その結果に基づいて算出することとなりました。一方、親会社の大半は、調達

コストを基に簡易的な方法で金利や保証料を算出しているのが実情です。 

今後、改正前後の金利差について税務調査で調査官から指摘され更正処分を受けた場合、罰則として

重加算税等が課される可能性があります。また、移転価格税制は７年遡って課税できることから、将来

行われる税務調査により最長７年分課税されてしまうことも想定されます。改正版の運営要領は2022

年7月1日以降の事業年度から適用開始となり、企業や金融取引の規模を問わず一律に適用されることか

ら、早急に金利・保証料等の見直しに着手することが肝要と考えられます。 

本セミナーでは、適用開始が迫っている改正版運営要領について、基本的な内容から実務上重要とな

る部分など移転価格に詳しい専門家に解説いただきます。また、セミナー終了後、先着2社限定で本対

応に関する相談会を開催いたします。 

 

【日 時】 令和４年９月６日（火） セミナー 14：00～15：00   

相談会 15：00～16：00（1社30分、先着2社） 

【方 法】 ＷＥＢセミナー（ライブ配信、ビデオ会議アプリの「Zoom」ウェビナーを使用） 

※PCやスマートフォン、タブレット端末などを使って勤務先やご自宅などから聴講できます。 

可能ならば、Zoomのアプリケーションを取得し、視聴されることをお勧めします。 

【参加費】 セミナー、相談会ともに無料 

【講 師】 東京共同会計事務所  

丸山 裕司 氏（移転価格戦略コンサルティンググループ 統括） 

渡部 公丞 氏（移転価格戦略コンサルティンググループ） 

【定 員】  ５０名（定員を超えてお申込みがあった場合、SIBAより連絡いたします）  

【締 切】 令和４年９月５日（月） 

【主 催】 公益社団法人静岡県国際経済振興会（SIBA） 

【後援(予定)】 ジェトロ静岡、ジェトロ浜松 

【お問合せ】 担当：上原 TEL：０５４-２５４-５１６１ MAIL：uehara@siba.or.jp  

【申込方法】 下記ＵＲＬ内「Ｚｏｏｍウェビナー登録フォーマット」よりお申込みください。 

折り返し、当日参加用のＵＲＬが記載された電子メールをお送りいたします。 

＜Ｚｏｏｍウェビナーお申込み用ＵＲＬ＞ https://bit.ly/3QmfWdR 

※お申込みには「ＷＥＢセミナー利用規約」への同意が必要です。必ずご確認願います。 

          ＜ＷＥＢセミナー利用規約＞ https://www.siba.or.jp/pdf/web_user_policy.pdf 

※ＱＲコードもご利用いただけます。 

●お申込み            ●ＷＥＢセミナー利用規約 

 

      
親子ローンや債務保証の利用企業必聴‼ 

改正版移転価格事務運営要領の概要と対応 

※ご記入いただいた内容は、当セミナー開催関係機関・企業と共有し、参加者把握のため利用するほか事務連絡や 

関連事業に利用することがあります。当セミナーへの反社会的勢力の入場はお断りします。 

https://bit.ly/3QmfWdR
https://www.siba.or.jp/pdf/web_user_policy.pdf

